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  しかし、このような厳格な解釈は WTO が成立してからは緩和されるようになっている。
これは環境等の非貿易的関心事項についても配慮しなければ、WTO に対する環境 NGO 等







































アメリカが EC の農産物輸出補助金を訴えた事件だった。 また、 ガットの紛争解決手続を経
ることなく一方的に制裁措置を講じるアメリカの1974年通商法301条のような行為を規制
する必要があった。WTO は、アメリカの 301 条のような一方的措置を禁止するとともに、
一方的措置を好み WTO の紛争解決手続を信頼しないアメリカ議会に対しても十分な審理
























界政府が実現しない中で、 このような紛争解決手続を持つ WTO は他の国際機関に比べ強い
権力を持ったものとして理解されている。 環境 NGO の中には WTO は強力な紛争解決手続
という「牙(“teeth”)」を持っているので、貿易の利益が環境の利益に優越しかねないと主張
するものもある。 
また、MEA の規定を遵守する MEA 加盟国からは、これに加盟しない、または MEA の規
定を遵守しないために貿易での競争上有利な立場に立つ国に対して、イコール・フッティ
ングまたは共通の土俵”level playing field”を実現するためには何らかの貿易措置が対抗上認
められるべきであるという主張が大きくなる可能性がある。 京都議定書等に EU や日本が参











題の達成に成功してきた WTO は、新しい課題に直面している。 
  本稿では、環境と貿易に関するガット・WTO 協定の概要とガット・WTO におけるこれ
までの紛争処理に際してのパネル・上級委員会の判断や解釈について分析する。 
２．ガットから WTO へ 
1994 年までのガット時代には、自由貿易促進の観点から、環境のためにガットの例外を
認めることについては厳しく判断していた。 
  しかし、 このような厳格な解釈は WTO の成立以降は緩和されるようになっている。 これ









the optimal use of the world’s resources in accordance with the objective of sustainable 
development, seeking both to protect and preserve the environment and to enhance the 
means for doing so in a manner consistent with their respective needs and concerns at 
different levels of economic development”)」という規定が挿入されている。ウルグァイ・
ラウンド交渉を経て WTO 設立協定に付属された 1994 年のガットは、1947 年のガットと
は別の物として新たに合意されたと考えることができる。このように、法的な拘束力はな
いものの WTO 設立協定が前文で環境に言及したことは、ガット・WTO 協定の解釈に影響
を与えることとなった。 
３．ガットの原則と環境 









利益を与えることによって MEA への参加を促す等の観点から、 非加盟国との貿易を制限す
る規定を置いているものがある。これらの規定は、MEA 非加盟国が WTO 加盟国である場
合には、ガット第 1 条の最恵国待遇の原則に抵触する。 






ガット時代においてはガット第 3 条が国内規制措置を規律する唯一の規定だった。第 3


























ガット第 3 条の「同種の産品」の判断基準については、1970 年の国境税調整事件ガット
作業部会報告で、(ⅰ)産品の物理的特性(”physical properties”)、(ⅱ)特定の市場における産
品の用途(”the product’s end-uses in a given market”)、 （ⅲ）代替可能とみなす消費者の嗜
好・習慣(”consumer tastes and habits”)、 （ⅳ）関税分類(”tariff classification”)3などの基
準に照らしてケース・バイ・ケースで判断するという方針が示され4、以後のガット・WTO
の判断はこの方針を踏襲している。 
                                                  
1  これに対し、 モントリオール議定書にはオゾン破壊物質で製造された製品とそうでない製
品を生産方法(PPM)に基づき区別する規定があるが、これは「同種の産品」についての
差別的な取り扱いであり、ガット第 3 条に抵触する可能性がある。 
2  日本・酒税事件上級委員会報告 section  H.1.a。 
3  この基準は 1987 年の日本・酒税事件のパネル報告によって後に追加されたものである。  






適用があるかどうか）を判断するまでもなく5、第 3 条４項整合性を認めた。 
既に、韓国・牛肉流通規制事件の上級委員会報告において、反保護主義の原則を規定し
たガット第 3 条１項（ 「国内生産に保護を与えるように(“so as to afford protection to 
domestic production”)…適用してはならない」と規定）を考慮すると、同種の産品につい
て異なる扱いがなされていてもそれが輸入品に不利でなければ(no less favourable)、  ガッ
ト第 3 条違反ではないという判断がなされていた。ガット第 3 条は輸入品に不利になるよ
うに市場での競争条件を変化させるような差別的扱いを禁止しているにすぎないという考
えである。つまりガット第 3 条についての審査はまず競争関係(competitive relationship)
があるかどうかが判断され、その存在が認められる場合には輸入品に不利な扱い(no less 
favourable treatment)がなされていないかどうかが判断されることになる6。 
このような流れを受けて EC・アスベスト規制事件の上級委員会は、まず、ガット第 3 条
４項の解釈にあたりガット第 3 条１項の国内生産に保護を与えてはならないという規定を
考慮しなければならないとしたうえで、 同種の産品であるかどうかについては製品間の 「市
場における競争関係の性質と程度(“the nature and extent of a competitive relationship 












                                                  
5 EC・アスベスト規制事件上級委員会報告 para.100 において、 同種の産品である場合にお
いても、 輸入品に不利な扱いをしていなければ第 3 条４違反ではない場合があると述べ
ている。ただし、このような記述の妥当性について Regan[2006]pp. 214-216。 
6  韓国・牛肉流通規制事件上級委員会報告 para. 137。 
7 EC・アスベスト規制事件上級委員会報告 paras. 93-99。 
8  同上 paras. 114-118, 121-123。  7
２０条だけではなくガット第 3 条の同種の産品の判定(産品の物理的特性､消費者の嗜好・習
慣)においても考慮されるべきである、 したがって、 ガット第２０条を援用するまでもなく、



















輸入品に不利にするので第 3 条４項に違反するとされた14。 
（3）  関税主義、輸出入数量制限の禁止(第２条、第 11 条) 
輸入についての調整は関税のみによるべきであり、輸入割当や禁止等の数量制限は行っ
てはならない。環境基準の緩やかな国の製品について輸入数量制限を行うと、それはガッ






                                                  
9  同上 paras. 115, 125-126, 133-141。 
10  同上 p. 107。 
11 EC・アスベスト規制事件上級委員会報告 para.118。 
12  内記[2008]81 頁。 
13  同旨内記[2008]85 頁。 





























的な意図がなければ第 3 条４項に整合的となる可能性があるが、第 11 条については数量制
限であれば直ちに第 11 条不整合となってしまうからである。 
これは国境措置と国内措置を峻別して理解するという考え方に立つものである。 これまで
のガット上の判例はガット第 3 条と第 11 条の双方が適用になる可能性がある場合でもどち
らかを適用して判断するという立場をとってきた。その理由は事案によって判断が異なり、
明確ではない15が、米国・マグロ輸入制限事件のパネルは産品規制と生産方法（ＰＰＭ）規
                                                  
15  平は、関連する 9 つの事件を分析し、どの事件においても、第 3 条と第 11 条は排他的に
適用されているが、なぜそうなのかについてパネルは「なんら説得力のある理論的根拠 9
制のうち第 3 条は前者のみを対象とするものであり、ＰＰＭ規制を内容とする国内措置が
国境で発動されるときは第 3 条の注釈16は適用されず、 第 11 条が適用されると判断した17。
つまり、生産方法の違いは国外の輸出国で生じたものであり輸入国の管轄下にあるもので
はない、産品の物理的な特徴に対してはガット第 3 条の対象であるが国外の産品非関連の
措置や政策を規制することは第 3 条の対象ではない、国境での輸入制限を伴うものが第 3
条の措置でないとすればそれは第 11 条の措置である、という理解である。 
このような国境措置 （外国でもある規制を行わせようという効果を期待するもので一種の
域外適用である） は第 11 条違反であることは明らかなので、 これを正当化しようとすると、
ガット第２０条の検討が必要になる。米国・エビ輸入規制事件では、PPM による輸入数量

















11 条が適用されるとするものであるが、この整理に基づけば PPM 規制が輸入数量制限で
はなく税や表示という措置をとる場合には国境措置としてガット第１条と第２条との整合
性が問題となる可能性がある。 
                                                                                                                                                  
を提示してはいない」と述べている。平 [1997]  33-34 頁参照。 
16  ガット第 3 条の注釈は以下のように記述されている。 「…輸入産品について同種の国内産
品と同様に適用され、 かつ、 輸入の時にまたは輸入の地点において…実施されるものは、
…[第 3 条]１[項]に定める種類の法令若しくは要件とみなすものとし、第 3 条の規定の
適用を受けるものとする。 」 
17  米国・マグロ輸入制限事件（Ⅰ）パネル報告 para. 5.14, 5.18。 
18  Morceau and Trachtman [2006] p. 58。 
19  Trebilcock and Howse [2005] p. 103。  10
４．ガットの例外規定（ガット第２０条） 
ガット第２０条は環境と貿易との関係について最も重要なガット・WTO 規定である20。




ガット第２０条には SPS 協定第 5 条７項のように科学的な証拠が不十分なときに暫定的な












(a)  （略） 
(b)  人、動物又は植物の生命又は健康の保護のために必要な措置 
(c)～(f) 略  
(g)  有限天然資源の保存に関する措置。ただし、この措置が国内の生産又は消費
に対する制限と関連して実施される場合に限る。 
(h)～(j)  （略） 
（下線部筆者） 
   
紛争解決機関は、 当該貿易規制措置が(b)  または(g)に該当しているかどうかを審査した上




可能な(“reasonably available”)他により貿易制限的でない代替手段(“less trade-restrictive 
                                                  
20  なお、WTO サービス協定にも(g)  と類似の規定はないが、他は第２０条と同様の規定が
第 14 条に存在する。 
21 Button[2004]はガットには SPS 協定第 5 条７類似の規定が存在しないことから、 ガット
第２０条で要求される科学的証拠の程度は SPS 協定に比べて低いものであるべきだと





















  漁獲国であるメキシコがアメリカを訴えたこの事件で、ガット・パネルは、 ( ⅰ)ガット




                                                  
22  このような解釈を初めて採ったのは 1989 年の米国・1930 年関税法 337 条事件のパネル
（para. 5.26）である。 
23  ガット第 3 条と第１１条に関し、米国の PPM 規制は、マグロの販売を直接規制するも
のではなく、 また産品としてのマグロに影響するものではないのでマグロ産品それ自体
に適用されるものとはみなしえない、 したがって産品それ自体に適用される国内措置の




収が規定されている限りで、 その部分は産品に影響を及ぼすので 3 条の規制対象になる
かもしれないこと、その場合、産品としてのメキシコ産マグロに差別が認められるので

































                                                  
24  米国・マグロ輸入制限事件（Ⅰ）ガット・パネル報告 para. 5.28。 
25  米国・マグロ輸入制限事件ガット・パネル報告 para. 5.27。 
26  同上 paras. 5.27-5.32。 




５条６項に違反するかどうかは、 （ⅰ）技術的および経済的な実行可能性(“technical and 
economic feasibility”)を考慮して合理的に利用可能な(“reasonably available”)他の措置
があるか否か、 （ⅱ）適切な保護の水準 ALOP を達成する他の措置があるか否か28、 （ⅲ）
貿易制限の程度が相当小さい他の措置があるかどうか（代替措置の貿易制限の程度がある
程度あっても相当なものでなければよい） 、により判断される。この３つの要件は重畳的で
あり、ある国が採った措置が第 5 条６項に違反するためにはこの 3 つを満足する代替措置
があることを申立国が立証することが要求されることになる29。特に、 （ⅲ）の要件につい
て、代替措置に比べ制限の程度が大きくなければ問題ではない。第５条６項の注で、 「相当


















                                                  
28  日本・農産物検疫事件パネルでは、代替措置がこの要件を満たさないと判定された。日
本・農産物検疫事件パネル報告 paras. 8.80-8.101。 
29 SPS 協定の諸規定はガット第 20 条のような例外規定ではないので、措置導入国ではな
く、申立国に挙証責任がある。 
30 EC・アスベスト規制事件パネル報告 paras. 8.207-8.208。 
31  同上 para. 8.222。 
32  中川[2003]183 頁。 





代替手段を特定する必要はない、 申立国が WTO 整合的な代替措置が存在することを提起し
た後に輸入国はそれが合理的に利用可能でないことを証明すればよいとした34。 これらの解






護の水準（ “its desired level of protection with respect to the objective pursued” ） 」を達
成する加盟国の権利を満足するものでなければならない36として、 代替措置が 「保護の水準」














（ “weighing and balancing” ）プロセスを経たものでなければならないとした37。また、各
国は国内法をどの程度強く実施するかどうかを自ら決定する権利を有するとした38。 そのう
                                                  
34  米国・賭博規制事件 paras.308-311。 
35  韓国・牛肉流通規制事件上級委員会報告 para.176、EC・アスベスト事件上級委員会報
告 para.174。 
36  米国・賭博規制事件上級委員会報告 para.308。ドミニカ・タバコ輸入販売措置事件上級
委員会報告 para.70 支持。 
37  韓国・牛肉流通規制事件上級委員会報告 paras. 161.164。 












TBT 協定第 2． 2 条は 「国際貿易に対する不必要な障害をもたらすことを目的として又は
これらをもたらす結果となるように強制規格が…適用されないことを確保する。このため、
















                                                  
39  同上 paras. 162, 163, 172。 
40  ブラジル・再生タイヤ輸入関連措置事件上級委員会報告 para. 210。 
41 EC・アスベスト規制事件上級委員会報告 paras.172,174。 





































                                                  
43  どちらの措置もリスクを例えば８０％削減するのであれば、 ガット第 20 条にもＳＰＳ協
定第５条６項にも不整合となる。 
44  内記[2008]116 頁。 
45 Regan[2007]p.348。 







スト－純便益の組み合わせが、 ［９５－６０－３５］ 、 ［９０－５０－４０］ 、 ［８５－４０－





－６０－３５］ 、 ［９０－４５－４５］ 、 ［８５－５０－３５］ 、 ［８０－４０－４０］という
政策の組み合わせを考えよう。 （１）のバランシング・テストでは［９０－４５－４５］が









    














  ガット時代には、有限天然資源に「関する(relate to)」措置とは、有限天然資源の保全を
｢第一の目的としている(primarily aimed at)」 措置でなければならないと解釈されてきたが、
米国・ガソリン精製基準事件に関する上級委員会報告は、第一の目的とするという用語は
協定で用いられているものではないとしたうえで、当該措置と有限天然資源の保護との間
に 「直接的な関連性」 はなくても 「実質的な関連性(“substantial relationship”)」 があれば、
第一の目的とするという要件は満たされると緩やかに判断した。また、(g)の「国内の生産
または消費に対する制限と関連して実施される場合に限る」という要件についても、貿易
制限措置と国内の制限が同一のものである必要はなく、同時に(“together or jointly with”)
                                                  












と目的の間に合理的な関連性があるかどうか(“the means are, in principle, reasonably 










定とガット第２０条柱書の「恣意的な差別」 、 「正当と認められない差別」 、 「国際貿易の偽
装された制限」の区別がはっきりしなくなるのである。 
この違いがよりはっきりしているのが SPS 協定である。 
ガット第２０条(b)を具体化したものとされるＳＰＳ協定では、加盟国は、同一または同
様の条件にある加盟国の間（自国の領域と他国の領域を含む）において、SPS 措置が恣意










偽装された貿易制限であると判断した50。 ガット第 3 条のように国産のサケと外国産のサケ
                                                  
48  米国・ガソリン精製基準事件上級委員会報告 pp. 14-21。しかし、第２０条柱書の要件に
ついて、同事件上級委員会報告は、第２０条各号の例外の濫用に対する歯止めであり、
被申立国が負う立証責任は第２０条各号の立証責任よりも重い、 また、 「恣意的な差別」 、




49  米国・エビ輸入禁止事件上級委員会報告 paras. 141, 156-160。 
50  オーストラリア・鮭検疫事件上級委員会報告 paras. 157, 174-176, 178。  20
との差別的扱いが問題となるのではなく、SPS 協定ではサケの衛生条件とニシンの衛生条
件との差別的扱いが問題となるのである。つまり、産品が異なりガット第３条違反の問題
が生じないような場合でも、 同じ条件のものを差別的に扱っていれば SPS 協定に違反する。






方法（PPM）については対象としていない。これに対し、SPS 協定で規制される PPM は
























                                                  
51  Scott [2007] p. 141。 


































                                                  
53  米国・自動車税(CAFE 規制)事件ガット・パネル報告 paras. 5.46-5.54。 
54  米国・ガソリン精製基準事件パネル報告 para. 6.11。 




退け、第２０条柱書の目的は第２０条の例外を濫用・誤用する(“abuse or misuse of a given 
kind of exception ”)ことを防止することであるとした57。柱書の目的は、第２０条各号の例



























                                                  
56  米国・エビ輸入禁止事件上級委員会報告 paras. 128-142。 
57  同上 para. 116。なお、高島 [2003b]  34 頁参照。 
58米国・エビ輸入禁止事件上級委員会報告 paras.115-116。 
59  米国・エビ輸入禁止事件上級委員会報告 para. 158。 

























であり、 WTO設立協定の前文はガット ・ WTOの規定の解釈に 「色彩、 響および陰影」 （ “colour, 
texture and shading”66）を加えるものであるとされた。もちろん、一方的措置、産品非
                                                  
61  ブラジル・再生タイヤ輸入関連措置事件上級委員会報告 para. 227。 
62  同上 paras.168-169。 








65  米国・エビ輸入禁止事件上級委員会報告 paras. 178-181。 
66  同上 paras. 153。  24











（1） TBT 協定(貿易の技術的障害に関する協定) 






















                                                  
67  Trebilcock and Howse [2005] pp533-534 参照。 
68 EC・鰯表示事件上級委員会報告 para. 286。  25
れるのではない69」のである。例えば、宗教上の理由から特定の処理をしない食品を食べて
はならない、その輸入・流通を禁止するという規制は、TBT 協定では認められることにな

























献すべきとされている(第 7 条)。 
特許の対象について、第 27 条 2 項は、加盟国は、公序良俗(人、動物、植物の生命・健
康の保護、環境に対する重大な損害の回避を含む)のため、商業的な実施を禁止する“必要




TRIPS 協定は WTO 協定の一部ではあるが知的財産権の保護についての協定といってさ
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